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イ. 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　５年～15年

車両運搬具　　　　　　４年～６年

工具、器具及び備品　　２年～15年

ロ. 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

連　結　注　記　表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　６社

連結子会社の名称

株式会社アドテック、株式会社エッジクルー、株式会社バディネット、株式会社HPCテック、株式会社ダ

イヤモンドペッツ＆リゾート、シーアールボックス株式会社

連結範囲の変更

iconic storage株式会社及び株式会社トランテンエンジニアリングは、株式会社バディネットを吸収合併

存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。また、シーアールボッ

クス株式会社は、2021年10月15日付で同社株式を取得したことにより、2021年12月31日をみなし取得日と

して連結の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法を適用する非連結子会社及び関連会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ. 棚卸資産

・商品 移動平均法による原価法

・製品 移動平均法による原価法

・原材料 移動平均法による原価法

・仕掛品 個別法による原価法

　なお、連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

ハ. デリバティブ

時価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

③ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。
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④ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、賞与支給見込額

の当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ. 役員賞与引当金 役員に対する賞与の支払に充てるため、当連結会計年度における支

給見込額に基づき計上しております。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と

する方法を用いた簡便法を適用して計上しております。

⑥ 重要なヘッジ会計の方法

イ. ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。

ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 為替予約

ヘッジ対象 外貨建金銭債務

ハ. ヘッジ方針 社内規程に基づきヘッジ手段とヘッジ対象に係る為替変動リスクをヘ

ッジすることを目的として実需の範囲内において実施しております。

ニ. ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開

始時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完

全に相殺するものと想定することが出来るため、ヘッジ手段とヘッジ

対象に関する重要な条件が同一であることを確認することにより有効

性の判定に代えております。

⑦ のれんの償却方法及び償却期間

　５年間の定額法により償却しております。

２. 会計方針の変更に関する注記

（収益認識基準に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　なお、収益認識適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷

時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を

認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。

　また、当連結会計年度の損益に与える影響はありません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において，「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度の期首より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示する

ことといたしました。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、当連結会計年度の連結計算書

類に与える影響はございません。
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当連結会計年度

繰延税金資産 86,364千円

売 掛 金 373,506千円

計 373,506千円

短 期 借 入 金 700,000千円

計 700,000千円

当座貸越限度額総額 4,650,000千円

借 入 実 行 残 高 2,950,000千円

差引額 1,700,000千円

(3) 有形固定資産に係る減価償却累計額 142,209千円

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 919,256株 8,273,304株 －株 9,192,560株

３. 会計上の見積りに関する注記

　当社グループは、繰延税金資産の回収可能性といった会計上の見積りについては、連結計算書類作成時にお

いて入手可能な情報に基づき実施しております。但し、新型コロナウイルスによる影響は不確定要素が多く、

翌連結会計年度以降の当社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(1) 繰延税金資産

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、繰延税金資産については、将来の課税所得の見込み及びタックス・プランニングに基づき、回

収可能性を十分に検討し、回収可能な額を計上しております。また、既に計上した繰延税金資産について

は、その実現可能性について毎期検討し、内容の見直しを行っておりますが、将来の課税所得の見込みの

変化やその他の要因に基づき繰延税金資産の実現可能性の評価が変更された場合、繰延税金資産の取崩又

は追加計上により当期純利益が変動する可能性があります。

４. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(2) 当座貸越契約

　当社及び連結子会社において、運転資金の調達を行うため、取引先銀行と当座貸越契約を締結しておりま

す。当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

（注）発行済株式総数の増加は、株式分割によるものであります。

(2) 配当に関する事項

　該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の数

　該当事項はありません。
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６. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　事業計画に基づき必要な資金を調達しております。特に、短期的な運転資金につきましては銀行借入によ

り調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するため利用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権であります受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。一部外貨建ての売掛

金につきましては、為替変動リスクに晒されております。

　営業債務であります買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

　一部外貨建てのものにつきましては、為替の変動リスクに晒されております。大規模な取引の場合に限

り、為替変動リスク回避のため先物為替予約を利用してヘッジしております。

　借入金及び社債につきましては、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり期間は最長で５年

であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権につきましては、与信管理規程に基づき営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリン

グし、取引先ごとに残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。

　デリバティブ取引につきましては、取引相手先を高格付けの金融機関に限定しているため信用リスク

は、ほとんどないと認識しております。

ロ. 市場リスクの管理

　外貨建ての営業債権につきましては、金額が少ないため、原則先物為替予約によるヘッジは行っており

ません。外貨建ての営業債務につきましては、重要な外貨建てによる購入が発生した場合には、先物為替

予約にて変動リスクをヘッジしております。

　デリバティブ取引の執行・管理につきましては職務権限規程に従い管理部門が決裁担当者の承認を得て

行っております。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　各部署からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額を利用しております。また、時価を把握することが極めて困

難と認められるものはありません。

⑤ 信用リスクの集中

　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち、66.1％が特定の大口顧客に対するものであり

ます。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 3,753,982 3,753,982 ―

(2) 受取手形、売掛金及び契約資
産

3,472,157 3,472,157 ―

資産計 7,226,140 7,226,140 ―

(1) 買掛金 1,766,784 1,766,784 ―

(2) 短期借入金 2,950,000 2,950,000 ―

(3) 未払法人税等 159,934 159,934 ―

(4) 社債（１年内償還予定の社債
含む）

40,000 40,000 ―

(5) 長期借入金（１年以内返済予
定の長期借入金含む）

1,026,964 1,020,655 △6,308

負債計 5,943,683 5,937,374 △6,308

デリバティブ取引（＊） 27,829 27,829 ―

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

社債 16,000 16,000 8,000 － － －

長期借入金 404,398 315,289 213,277 74,400 14,400 5,200

合計 420,398 331,289 221,277 74,400 14,400 5,200

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものはありません。

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

負　債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等

　これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(4) 社債（１年以内償還予定の社債含む）

　元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。

(5) 長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金含む）

　これらの時価は、固定金利によるもので、合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算出する方法によっております。

デリバティブ取引

　取引金融機関から提示された価格等を時価としております。

（注２）社債、長期借入金の連結決算日後の返済予定額
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報告セグメント

その他
（注）

合計メモリ製品
製造販売
事業

通信コンサ
ルティング

事業
HPC事業 計

売上高

顧客との契約から生じる収益 8,890,918 4,264,045 2,812,800 15,967,764 199,076 16,166,841

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 8,890,918 4,264,045 2,812,800 15,967,764 199,076 16,166,841

７．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社グループは、以下の５つのステップアプローチを適用することにより、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務を充足した時点（又は充足するにつれて）収益を認識する

①　メモリ製品製造販売事業

産業・工業用及び一般向けPC用及びサーバ用メモリ製品の製造・販売、パソコン周辺機器・パーツの国内

外からの調達、卸売及び販売等並びにIoTデバイスの設計・開発を行うIoTソリューションを行っており、当

該事業における商製品を、顧客に提供する義務を負っております。当該履行義務は、商製品の支配が移転し

た時点で、充足されると判断しておりますが、出荷時と支配移転時の期間が非常に短いことから、出荷時点

で収益を認識しております。

②　通信コンサルティング事業

通信キャリアの３G・LTE・５Gの屋内電波対策工事を中心とした通信建設事業のほか、通信キャリアを主

な顧客として、顧客の業務プロセスの設計から業務の運用までをワンストップで請け負うBPO事業、通信業

界における顧客のビジネスニーズを分析してそれに対する最適解を構築するビジネス・インテグレーショ

ン、人材派遣、人材紹介といった人材サービス、MVNO、業務システムの企画、開発、保守といったITサービ

スの提供並びにコンタクトセンターの運営、基地局の設計・コンサルティング等の事業を行っており、通信

インフラを整える履行義務を負っております。当該履行義務は、インフラ工事が完了し、顧客がインフラが

整ったことを確認した時点で充足されると判断し、この時点で収益を認識しております。

③　HPC事業

HPC（High Performance Computing/科学技術計算）分野向けコンピュータの製造、販売を行っており、当

該事業における商製品を、顧客に提供する義務を負っております。当該履行義務は、商製品の支配が移転し

た時点で、充足されると判断しておりますが、出荷時と支配移転時の期間が非常に短いことから、出荷時点

で収益を認識しております。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約資産及び契約負債の残高等

契約資産　　137,246千円

契約負債　　　　― 千円

②　残存履行義務に配分した取引価格

該当事項はありません。
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(1) １株当たり純資産額 264円45銭

(2) １株当たり当期純利益 41円62銭

退職給付に係る負債の期首残高 35,115千円

退職給付費用 12,642 〃

退職給付の支払額 2,143 〃

退職給付に係る負債の期末残高 45,614 〃

簡便法で計算した退職給付費用 12,642千円

期首残高

有形固定資産の取得に伴う増加額

25,920千円

30,090 〃

時の経過による調整額 － 〃

資産除去債務の履行による減少額 △4,174千円

連結除外による減少額 － 〃

期末残高 51,836 〃

８. １株当たり情報に関する注記

（注）１株当たりの純資産額及び１株当たり当期純利益は、当連結会計年度に行いました株式の分割が当連結会

計年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

９. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

10. その他の注記

（退職給付に関する注記）

(1) 採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。

(2) 確定給付制度

① 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

（注）当社は退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。

② 退職給付費用

（資産除去債務に関する注記）

　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

　現在使用している事業所の退去時に発生すると見込まれる原状回復義務について過去の実績等を基に計

上しております。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から10年として計算しております。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減
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会社 場所 用途 種類
減損損失

（千円）

㈱ダイヤモンドペッツ＆リゾート 栃木県日光市
事業用資産

建物

建物附属設備

工具器具備品

ソフトウェア

46,758

その他 のれん 1,911

計 48,670

（減損損失に関する注記）

(1) 資産のグルーピングの方法

　当社グループは、減損損失の算定にあたって、原則として会社単位を基礎としてグルーピングを行って

おります。ただし、処分予定資産については、個別単位にグルーピングを行っております。

(2) 減損損失を認識した資産グループ及び減損損失計上額、資産種類ごとの内訳

(3) 減損損失を認識するに至った経緯

　㈱ダイヤモンドペッツ＆リゾートの事業用資産については、収益性が低下しているため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し当該減少額を減損損失として計上しております。

　㈱ダイヤモンドペッツ＆リゾートののれんについては、買収時に検討した事業計画において想定してい

た収益が見込めなくなったため、回収可能価額と帳簿価額との差額を減額し、減損損失として計上してお

ります。

(4) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額については、正味売却価額又は使用価値を零として算出しております。
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（企業結合等に関する注記）

（連結子会社間の合併）

　当社は、2021年２月12日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社バディネットを存

続会社、iconic storage株式会社並びに株式会社トランテンエンジニアリングを消滅会社として吸収合併

することを決議し、2021年４月１日付で吸収合併いたしました。

１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容

　結合企業

名称　　　：株式会社バディネット

事業の内容：IoT/5G通信建設工事事業、通信コンサルティング事業、通信設備の保守・メンテナ

ンス事業、BPO事業、人材派遣・人材紹介事業、システム開発・受託事業、コンタ

クトセンター事業

　被結合企業

名称　　　：iconic storage株式会社

事業の内容：コンタクトセンター事業

　被結合企業

名称　　　：株式会社トランテンエンジニアリング

事業の内容：基地局の設計、コンサルティング

(2) 企業結合日

2021年４月１日

(3) 企業結合の法的形式

　株式会社バディネットを存続会社とする吸収合併方式で、iconic storage株式会社並びに株式会

社トランテンエンジニアリングは解散いたしました。

(4) 結合後企業の名称

　株式会社バディネット

(5) その他取引の概要に関する事項

　株式会社バディネット（以下「BDN社」といいます）は、IoT/5G時代のインフラパートナーとし

て「通信建設テック(TM)」をコンセプトに掲げ、通信キャリアのインフラ構築工事を中心に、

IoT/5G向けの各種通信建設工事事業を展開しております。

　現在、急速に拡大しているIoT市場において、BDN社には主力事業である工事・保守のみならず運

用までワンストップでの対応を求めるニーズが急増しています。

　そのニーズはBDN社既存のコンタクトセンターの規模では対応できない数になっていることと、

マーケットが拡大する中でより専門性を求められているのが現状です。

　こうした背景から、現在もiconic storage株式会社（以下「ico社」といいます）のコンタクト

センターと連携しておりますが、今後、更なるIoTの運用におけるコンタクトセンター需要を捉え

るべく、また更なる一体的な業務運営のため、両社を統合することといたしました。

　また、株式会社トランテンエンジニアリング（以下「TRE社」といいます）についてはBDN社が無

線基地局建設工事における全ての業務領域に対応できるように、2020年10月30日付で株式を取得し

ておりました。

　BDN社、TRE社とも無線基地局建設に関する事業領域であることから取得当初から両社の統合を検

討しており、今般のグループ再編に合わせて統合いたしました。

　本合併により、ico社のより専門性の高いコンタクトセンターのナレッジ・ノウハウとTRE社の無

線基地局建設工事の知見を集積し、今後の５G/IoT市場の拡大に万全を期した事業展開が可能とな

ります。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）

に基づき、共通支配下の取引として会計処理しております。
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（取得による企業結合）

　当社の連結子会社である株式会社アドテック（以下「アドテック」といいます）は、2021年９月29日開催

の取締役会において、シーアールボックス株式会社（以下「CRB社」といいます）の全株式を取得し、子会

社化すること（以下「本件子会社化」といいます）について決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2021

年10月15日付で全株式を取得しました。

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：シーアールボックス株式会社

事業の内容　　　：電子機器（電子回路等周辺機器類）及び周辺部品の開発・設計・製造

② 企業結合を行った主な理由

　当社グループは、メモリ製品その他電子部品・電子機器等の開発・製造・販売事業を行ってまいりま

したが、安定的な成長を可能とする事業基盤の構築と新たな収益源の獲得を目指し、メモリ製品製造販

売事業に加え、通信コンサルティング事業、HPC事業、ペット関連事業並びに旅館運営事業に進出し、

事業の多角化と各事業間のシナジーを追求してまいりました。また、既存事業の収益力の向上に加え

て、持続的な成長を図るため、進出、投資先としての有望な新規事業分野を模索してまいりました。

　このような状況において当社は、今般新たに、各種マイコンユニット、電源モジュール等、電子回路

の開発・設計・製造を手掛けるCRB社を、アドテックにおいて買収することといたしました。

　CRB社は各種産業機器、医療機器向け等で使用される電源のカスタム設計に強く、また、各種センサ

ーの開発技術を有しております。CRB社は法人としては2000年設立ではありますが、承継している事業

を含めると50年以上の業歴があり、最終の納入先には大手電機メーカーも多く、電源部品開発の事業に

おいて多数の実績があります。

　アドテック及びCRB社においては、販路、調達先を共有し、新規顧客の開拓、調達力の強化を図ると

ともに、統合運用による業務の効率化により、業績の向上、改善を見込んでおります。また、CRB社の

エンジニアには経験豊富なベテランが多く、その技術力をアドテックに継承することで、アドテックの

開発・設計の技術力向上を図ってまいります。さらに、両社の技術力を統合して活用することで、中長

期的に、アドテックの成長分野であるIoTソリューション事業やIPCソリューション事業（産業向けPC事

業）におけるシナジーが見込めることから、今回、アドテックでの買収を決定いたしました。

当社は今後も、本件子会社化に続く施策を継続して行い、また、持続可能な未来社会をITの力で実現

できるよう技術力、競争力を高めるとともに、さらなる業容拡大を目指してまいります。

③　企業結合日

2021年10月15日（みなし取得日　2021年12月31日）

④　企業結合の法的形式

株式取得

⑤　結合後企業の名称

変更はありません。

⑥　取得した議決権比率

100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社である株式会社アドテックによる現金を対価とする株式取得であるためです。
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流動資産 217,253千円

固定資産 3,141千円

資産合計 220,394千円

流動負債 29,824千円

固定負債 5,397千円

負債合計 35,221千円

(2) 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2022年１月１日から2022年３月31日までの業績を当連結会計年度に係る連結損益計算書に含めておりま

す。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

非公表

(4) 主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　25,000千円

(5) 負ののれん発生益の金額及び発生原因

①　負ののれん発生益の金額

45,172千円

②　発生原因

　被取得企業の企業結合時の時価純資産額が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益と

して認識しております

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(7) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額及び算定方法

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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① 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。

建物 10年～15年

工具、器具及び備品４年～８年

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

個　別　注　記　表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価基準及び評価方法

イ. 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

ロ. その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、賞与支給見込額

の当期負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と

する方法を用いた簡便法を適用して計上しております。

④ 役員賞与引当金 役員に対する賞与の支払に充てるため、当事業年度における支給見

込額に基づき計上しております。

２. 会計方針の変更に関する注記

（収益認識基準に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。

　また、当事業年度の損益に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、当事業年度の計算書類に与える影

響はございません。
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当事業年度

貸倒引当金 △134,503千円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 11,471千円

㈱アドテック 1,246,550千円

㈱バディネット 1,000,000千円

計 2,246,550千円

㈱バディネット 40,000千円

㈱HPCテック 246,039千円

短期金銭債権 15,118千円

短期金銭債務 572千円

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 348,764千円

販売費及び一般管理費 63千円

営業取引以外の取引による取引高

受取利息 6,484千円

賃貸料収入 4,635千円

雑収入 1,080千円

３. 会計上の見積りに関する注記

　当社は、関係会社に対する貸付金等の回収可能性の見積りについては、計算書類作成時において入手可能な

情報に基づき実施しております。但し、新型コロナウイルスによる影響は不確定要素が多く、翌事業年度以降

の当社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(1) 貸倒引当金

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、貸倒引当金については、貸付先の財政状態、返済計画に基づき、回収可能性を十分に検討し、

回収不能な額を貸倒引当金に計上しております。また、当期において検討した貸付金の回収可能性につい

ては、翌期以降、内容の見直しを行いますが、将来の見込みの変化やその他の要因に基づき貸付金の回収

可能性が変更された場合、貸倒引当金の取崩又は追加計上により経常利益が変動する可能性があります。

４. 貸借対照表に関する注記

(2) 偶発債務

　債務保証

　関係会社の金融機関からの借入金債務に対し、債務保証を行っております。

　関係会社の発行した社債に対し、債務保証を行っております。

　関係会社の仕入債務等に対し、債務保証を行っております。

(3) 関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

５. 損益計算書に関する注記
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当事業年度期首
株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普通株式（株） 793 7,187 0 7,980

繰延税金資産 （単位：千円）

繰越欠損金 163,789

貸倒引当金繰入額 41,185

賞与引当金 5,394

関係会社株式評価損 96,580

その他 6,814

繰延税金資産小計 313,764

評価性引当額 △313,764

繰延税金資産合計 -

６. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

（注）自己株式の増加は、株式分割並びに単元未満株式の買い取りによる増加であります。

７. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

８. リースにより使用する固定資産に関する注記

　重要なリース資産はありません。
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種 類 会 社 の 名 称
議 決 権 等
の所有割合

関連当事者
と の 関 係

取 引 内 容
取 引 金 額
（千円）

科 目
期 末 残 高
（千円）

子会社
株式会社
アドテック

所有
直接100％

役員の兼任
２名
資金の援助
経営指導の
受託
債務の保証

資金の貸付
（注１）

200,000
関係会社
長期貸付金

200,000

経営指導料
（注２）

64,254 売掛金 6,600

配当金の
受取
（注５）

200,000 ― ―

債務保証
（注３）

1,246,550 ― ―

被債務保証
（注４）

877,200 ― ―

子会社
株式会社
エッジクルー

所有
直接100％

役員の兼任
２名
資金の援助

資金の貸付
（注１）

―
関係会社

長期貸付金
（注６）

58,300

子会社
株式会社
バディネット

所有
直接100％

役員の兼任
４名
資金の援助
経営指導の
受託
債務の保証

資金の貸付
（注１）

―
関係会社

長期貸付金
40,000

経営指導料
（注２）

72,510 売掛金 6,358

債務保証
（注３）

1,040,000 ― ―

子会社
株式会社
HPCテック

所有
直接65.8％

役員の兼任
１名
債務の保証

仕入債務に
対する保証

246,039 ― ―

子会社

株式会社
ダイヤモンド
ペッツ＆
リゾート

所有
直接100％

役員の兼任
２名
資金の援助
経営指導の
受託

資金の貸付
（注１）

60,000
関係会社
長期貸付金
（注６）

119,777

経営指導料
（注２）

12,000 売掛金 1,100

９. 関連当事者との取引に関する注記

(1) 法人主要株主

　該当事項はありません。

(2) 子会社及び関連会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１ 子会社に対する資金の貸付につきましては、市場金利を勘案して決定しております。

２ 経営指導料、業務受託料は、契約に基づき決定しております。

３ 子会社の金融機関からの借入金及び社債に対して債務保証を行っており、保証料の支払はうけておりま

せん。

４ 当社の銀行借入に対して債務保証を受けており、保証料の支払は行っておりません。

５ 受取配当金については、子会社の株主総会決議により決定しております。

６ 株式会社エッジクルーへの貸付金につき、58,300千円の貸倒引当金を計上しております。また、株式会

社ダイヤモンドペッツ＆リゾートへの貸付金につき、72,380千円の貸倒引当金を計上しております。
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１株当たり純資産額 95円96銭

１株当たり当期純損失 △9円40銭

10．収益認識に関する注記

　（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

　当社は、グループを統括する純粋持株会社であり、関係会社への経営管理に係る収入が、当社の主な収益

となります。

　関係会社への経営管理に係る収入については、顧客へ役務を継続して提供するものであるため、役務を提

供する期間にわたり収益を認識しております。

　取引の対価は履行義務を充足してから概ね１ヶ月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりま

せん。

　　　配当による収益は、配当を受ける権利が確定した時点で認識しております。

11. １株当たり情報に関する注記

（注）１株当たりの純資産額及び１株当たり当期純利益は、当事業年度に行いました株式の分割が当事業年度

の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

12. その他の注記

（企業結合等関係）

　連結注記表の「10．その他の注記（企業結合等に関する注記）」と同一であるため、当該項目をご参照くだ

さい。
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